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（1）計画策定の趣旨
　伊達市は2006年（平成18年）3月、旧大滝村と合併し、新伊達市として新たなスタートを切りました。
　新市の発足を受け、2009 年（平成 21年）3月には、まちづくりの指針となる第六次伊達市総合計画
（10ヵ年計画）を策定し、「自然を育み　未来に向かって挑戦する　人にやさしいまち」を将来像に定め、
市民と行政が手を携えながらまちづくりを進めてきました。
　計画の策定から 10年が経過し、本市を取り巻く社会情勢は大きく変化しています。人口の減少、少子
高齢化の進行、それらを引き金とする地域活力の低下が懸念されるなど、私たちは大きな課題に直面して
います。
　こうした情勢の下で、今後の 10年を展望し、目指すべき将来像を描き、それに沿ったまちづくりの指
針として、新たな総合計画となる第 7次伊達市総合計画を策定します。
　この計画は、本市の現状と課題及び社会情勢の変化を的確にとらえ、将来においても持続可能なまちづ
くりを進めるための指針となるものです。

（2）計画の位置付け
　本計画は、伊達市のまちづくりの最上位に位置付けられる計画となります。
　長期展望のもと、10年後の本市の将来像を描き、その実現に向けた基本目標や重点施策を体系的にま
とめた計画です。
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（3）計画の構成と期間
　本計画は、「基本構想」、「基本計画」及び「実施計画」の 3つの計画で構成されます。

① 基本構想
　今後の伊達市のまちづくりの基本となるもので、目指すべき将来像を定め、その実現に向けた施策の体
系を明らかにします。
　基本構想は 2019 年度（平成 31年度）から 2028 年度までの 10ヵ年を対象とします。

② 基本計画
　基本構想を実現するために行う施策や事業を体系化したもので、「重点施策」と「分野別施策」から構成
されます。
　基本計画は基本構想と同様に、2019年度（平成31年度）から2028年度までの10ヵ年を対象とします。

③ 実施計画
　基本計画を実現するための個別事業を明らかにするもので、別途定めます。
　実施計画は、3年単位で策定し、毎年見直しを行います。

計画の構成と期間
年度 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
西暦 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028

基本構想

基本計画

実施計画 

2019〜2028年度（10年間）

2019〜2028年度（10年間）

2019〜2021年度（3年間）

2020〜2022年度（3年間）

2021〜2023年度（3年間）

毎年、３年単位で計画を策定
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（4）計画策定の視点
　本計画の策定にあたり、次の 4つの視点を掲げます。

① 市民の参画
　本計画は、市民とともに作る計画とします。
　このため、まちづくりワークショップ、高校生ワークショップ、シンポジウム、市民アンケート、みら
い会議※1、住民懇談会、団体懇談会、パブリックコメント※2、住民説明会など、市民が計画づくりに参加で
きる多様な機会や手段を設け、市民の意見、提案、提言を計画づくりに反映します。

② 若々しく、柔軟な発想の活用
　人口の減少や少子高齢化など、本市を取り巻く環境が厳しさを増す中で、10年後の理想の姿とそれに
向けた方向性を描くことはとても難しい課題です。そこで必要となるのは、これまでにない柔軟な発想や
若さあふれるアイデアの数々です。高校生ワークショップ、シンポジウム、みらい会議を開催すること
で、そうした発想やアイデアを集め、計画の策定に反映します。

③ 長期的・大局的視点の重視
　本計画は 10 ヵ年間の長期計画であり、その策定にあたっては、時代潮流・社会環境の動向など、物事
や変化の方向性を長期的な視点で検討を行い、近隣市町アンケート（広域アンケート）をはじめ、伊達市
を取り巻く周辺地域との関係など、より大局的な視点から、多面的に検討を行います。

※1 �みらい会議：伊達市のまちづくりについての意見・提言をもらうために実施した市民公募によるワークショップ
※2 �パブリックコメント：計画や条例などを作成する際に市民から幅広く意見を聞き反映させるため、計画案や

関連資料を公表し、それに対する意見などを広く募ること
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④ 実効性の確保
　本計画で描いた理想の都市像が実現できるよう、本計画に位置付けられた事業を PDCAサイクル※1

（Plan（計画）→Do（実行）→Check（評価）→Action（改善））に基づいて円滑に推進するととも
に、適正な予算の執行に努め、計画の実効性を高めます。

※1 �PDCAサイクル：事業を流れで捉え、評価を次の計画に生かすために、計画をたて（Plan）、実行し（Do）、
その評価（Check）に基づいて改善（Action）を行う、という行程を継続的に繰り返す仕組み

用語解説

─計画立案─
P（Plan）
事業計画の立案

─事業評価─
C（Check）

─計画実行─
D（Do）
事業計画の実施

─事業改善─
A（Action）
事業の見直し

次年度以降の
事業への反映

第1次評価
担当課の内部評価

↓
第2次評価

全庁的観点の内部評価

1年度ごと

3年単位で

事業成果の評価

PDCAサイクルイメージ
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（1）社会潮流
　長期的なまちづくりの方向性を考えるにあたっては、伊達市を取り巻く社会潮流や地域課題を的確に認
識する必要があります。そこで、この章では、本市の今後に影響を与える社会潮流について整理します。

① 人口減少と少子高齢化の進行
　日本の総人口は、2008 年（平成 20年）の 1億 2,808 万人をピークに減少に転じており、人口の減
少、少子化・高齢化が急速に進んでいます。
　こうした人口減少と少子高齢化は、消費・経済規模の縮小、労働人口の減少、医療・介護等の社会保障
関係経費の増大、地域コミュニティ※1 の活力低下、公共施設の維持困難、税収の減少等、多方面に影響を
与え、地域活力の低下を招くことが懸念されています。
　こうした環境の中で、活力を失わず、持続可能な地域づくりを進めることが求められており、子育て支
援等の少子化対策、高齢者が健康で生きがいを持って生活できる環境づくり、稼ぐ力の高い産業基盤の確
立などが必要となっています。

② 人生 100 年時代への対応
　医療技術の進歩、国民の健康意識の高まり、病気の早期発見・早期治療の定着などにより長寿化が進
み、「人生 100 年時代」の到来が議論されるようになりました。
　それに伴い、さまざまな年齢や境遇の人が、各々のライフスタイルに応じ、自分らしく、生涯を通じて
豊かに暮らせる社会の構築が求められています。
　場所や時間にとらわれない柔軟な働き方、女性が活躍できる社会、高齢者が健康で生きがいを持って暮
らせる環境、世代、性別、境遇にとらわれず、多様な価値観が尊重され、個性や能力を発揮できる社会を
構築し、「人生 100 年時代」を実り多いものにすることが必要です。

※1 �コミュニティ：自治会のような地縁型の共同体や、地域での共同活動、暮らしを支える結びつき用語解説

計画策定の背景2
第
Ⅰ
部　

序

第
Ⅳ
部　

基
本
計
画

第
Ⅲ
部　

基
本
構
想

第
Ⅱ
部　　
ま
ち
づ
く
り
に
対
す
る

市
民
意
識

6

第
Ⅴ
部　

資
料
編



③ 高度情報化と第 4 次産業革命※1 に伴う技術革新
　インターネットが急速に普及し、今や年齢を問わず、多くの国民が携帯電話からインターネットにアク
セスする時代となりました。これにより、必要な時に必要な情報を自ら取得できる環境が整い、コミュニ
ケーションの方法も劇的に変化しています。
　さらに、AI（人工知能）※2、IoT（モノのインターネット）※3、ロボット技術、ビッグデータ※4 の活用が飛
躍的に進歩しつつあり、これらが産業のありようを大きく変化させるだけでなく、日常生活や暮らし方な
ど、社会全体に大きな変化をもたらす「第 4次産業革命」が到来し、大きな注目を集めています。
　こうした変化をチャンスと捉え、新たなビジネスやサービスの創出、新たな技術やサービスをまちづく
りに生かす手法の実践等、意欲的な取組が必要です。

④ 経済情勢や産業構造の変化
　社会・経済の国際化が著しく進展し、市場の拡大、貿易の自由化、インバウンド※5 観光の拡大など、人
流・物流・交流が拡張し、国はもちろん、地域においても経済や企業の活動、産業構造に大きなインパク
トを与えています。
　第 1次産業を基幹産業とする地域では貿易自由化の影響が、第 2次産業では生産拠点の海外移転等に伴
う雇用への影響が、第 3次産業では物流や情報などのネットワークの拡張により場所を選ばないサービス
の展開や外国人観光客を中心とする新たな観光事業の発展等が見込まれ、地域経済に及ぼす影響は多方面
にわたるものと予想されます。
　ネットワークの拡張と国際化がもたらすこうした経済情勢や産業構造の変化に柔軟に対応し、地域独自
の産業基盤を構築することが求められます。

�※1 �第 4次産業革命：AI、IoT、ロボット、ビッグデータなど、大量のデータの取得・分析・実行が可能になる
急速な技術革新、産業界の動向

※2 �AI（人工知能）：Artificial Intelligence の略。人間の知能をコンピューター上で人工的に再現したもの
※3 ��IoT（モノのインターネット）：Internet of Things の略。身の回りのあらゆるものがインターネットにつ

ながる仕組み
※4 �ビッグデータ：既存の一般的な技術では管理することが困難な大量のデータ群
※5 �インバウンド：外国人が日本に訪問する旅行（者）
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⑤ 安心・安全なまちづくりの推進
　近年、巨大地震、火山噴火、台風や局地的な集中豪雨など、全国的に自然災害が頻発し、国民の不安も
高まっています。
　このため、被害を未然に防ぐとともに、最小限に食い止めるための施設・設備の整備や、訓練等の実
施、防災意識の向上、地域における助け合いや支え合いなど、ハード・ソフト※1 の両面から災害に強い地
域づくりを進めることが重要となっています。
　また、子どもや高齢者を狙った犯罪の増加、子ども、高齢者、障がい者への虐待、犯罪の低年齢化な
ど、国民を脅かす事案が増えており、安心・安全の確保が一層強く求められています。

⑥ 地球環境問題の深刻化
　地球温暖化の進行等に伴う地球規模での気温上昇や異常気象の発生、生態系の破壊など、深刻な影響が
懸念されており、環境負荷の少ない社会の構築が急がれています。
　環境保全は、身近なところから、日常的な取組の積み重ねが重要であり、このため、地球温暖化対策、
自然環境や生物多様性※2 の保全、低炭素・循環型社会※3 の構築に向けた取組を地域ぐるみで進めていくこ
とが必要です。

※1 �ハード・ソフト：ハードは建物や機械など有形のもの、ソフトは教育や情報など無形のもの
※2 �生物多様性：生き物たちが持つ個性とつながり
�※3 �低炭素・循環型社会：二酸化炭素の排出削減や資源・エネルギーの再生利用・再資源化を進めて廃棄物の削

減を目指す社会
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⑦ 地域コミュニティ※1 力の向上
　人口の減少と高齢化の進行は、地域コミュニティの活力の低下を招くことが懸念されています。同様
に、人々の価値観やライフスタイルの多様化、核家族化等の進行も地域や人とのつながりの希薄化を助長
する傾向にあります。
　こうした中で、子どもの健全育成、子どもや高齢者の見守り、災害時の助け合い、障がい者や高齢者が
住み慣れた地域で健康に暮らせる環境づくりなどのために、地域コミュニティの果たす役割は重要性を増
しています。あわせて、人の多様性を理解し、受け入れる社会の実現（ダイバーシティー※2）が求められて
おり、寛容な地域であることが必要とされています。
　このように、寛容で、地域における人のつながり、ふれあい、支え合いを基本としたコミュニティの活
力向上が重要となっています。

⑧ 持続可能な地域経営
　人口の減少と都市への集中により、地方では一層人口の減少に拍車がかかるという悪循環が全国規模で
起こっており、地域活力の低下や財政状況の悪化が懸念されています。将来にわたって持続的に地域を維
持していくためには、計画的・効率的な行政・財政運営を徹底させ、「地域経営」という視点でまちづくり
を進めていくことが必要です。
　市民参加※3 や市民との協働によるまちづくり、広域行政※4 の促進、政策目的を明確化し、戦略性のある
行政施策、施策の評価・見直し・改革の促進、投資効果の計測等、持続可能な地域経営に向けた対応が求
められています。
　さらに、地方分権の進展により、市町村の役割や権限も拡大傾向にあることから、自主自立のまちづく
りを志向していくことが重要となっています。

※1 �コミュニティ：P6参照
※2 �ダイバーシティー：年齢、人種、性別などさまざまな属性を持つ人から成る多様性を尊重し受け入れる考え方
�※3 �市民参加：行政活動に関し、市民が自己の意思を反映させることを目的として、意見を述べ、又は提案すること
※4 �広域行政：2つ以上の市町村が区域を越えて共同で行う行政
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（2）伊達市の現況

① まちのなりたち
a）まちの歴史
　伊達市の歴史は縄文時代にまで遡ります。市内には、最も古いもので 6,000 年から 7,000 年前の縄文
時代初期の遺跡が存在し、そのころから縄文人が住んでいたとされています。
　アイヌ文化は今から 800 年ほど前には成立したといわれていますが、本市内にもアイヌ民族の村（コタ
ン）が数多く存在し、中でも有珠地区は、大きなコタンであったことが古文書に記されています。
　近代に入ると、北海道各地の開拓は、本州、四国等から移住した人々によって行われましたが、本市
も、現在の宮城県南部に位置する亘理町、亘理伊達家 15代当主伊達邦成が率いての集団移住によって開
拓されました。移住は 1870 年（明治 3年）から 1881 年（明治 14年）までの間、9回にわたって行わ
れ、総勢約 2,700 人が移住しました。
　その後、1900 年（明治 33年）には伊達村が誕生し、以後、着実な開拓と発展により、1925 年（大
正 14年）に町制施行、1972 年（昭和 47年）に市制施行となり、2006 年（平成 18年）には旧大滝村
（現伊達市大滝区）と合併し、現在に至っています。
　一方、大滝区（旧大滝村）の開拓は 1894 年（明治 27年）に青森県人の永井五郎兵衛が優徳に住みつ
いたことが始まりと伝えられ、1896 年（明治 29年）に鹿児島県人の橋口文蔵により開拓されました。

b）歴史的・文化的資産
　このような背景から、本市は道内でも古くから開拓が進んだ地域であり、道内他都市にはみられない独
自の歴史的な資源が数多く存在します。
　文化面では、刀鍛冶や藍染めなど、特徴のあるものが根付いており、毎年夏の伊達武者まつりや学校に
おける神楽や民謡の伝承など、歴史を継承する活動も行われています。
　さらに、映画、演劇、絵画や彫刻等の分野では著名な作家を輩出し、すぐれた文化的土壌を有しています。
　国際交流の分野では、大滝区が 1988年（昭和 63年）からカナダ・レイクカウチン町※1（旧レイクカウ
チン村）と姉妹都市交流を行っており、大滝中学校（大滝徳舜瞥学校：2019 年開校）の生徒をカナダに
派遣するなど国際人材の育成を進めています。

�※1 �カナダ・レイクカウチン町：自然環境が大滝区（旧大滝村）に似ている、カナダ・ブリティッシュコロンビ
ア州のカウチン湖に面した、林業・観光を主産業とする人口約 3,200 人の町

用語解説
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② まちの特性
a）地理的特性
　本市は北海道の中央南西部、噴火湾（内浦湾）に面し、道都・札幌市と函館市の中間に位置します。伊
達地域と大滝区は壮瞥町を挟み、東は登別市・白老町・千歳市、西は喜茂別町・留寿都村・洞爺湖町、南
は室蘭市、北は札幌市と接しており、面積は 444.21km2 となっています。
　気候は、日本海から津軽海峡を通過する対馬暖流の影響を受け、四季を通じて温暖であり、初雪も 11
月と遅く、降雪量も少なく、「北の湘南」と称されています。一方、内陸に位置する大滝区は内陸性の気候
となっており、最深積雪が 100cmを上回ります。支笏洞爺国立公園の中心に位置し、道央圏と道南圏の
観光エリアを結び付ける好地域性で、三階滝や天然温泉などの優れた観光資源を有し、伊達地域とは異な
る魅力を発信しています。
　本市北西部に位置する有珠山は西胆振地域のシンボル的な存在であり、ユネスコ世界ジオパークに認定
されています。有珠山はレクリエーションや自然学習の場であるだけでなく、その火山灰土が本市の豊か
な農業の基盤を作るなど、重要な役割を果たしています。また、有珠山は、20世紀の 100 年間で 4度も
噴火活動が観測された、世界的に見ても活発な活火山です。そのため、過去の噴火の経験を生かし、今後
も十分な備えを継続することが必要となっています。
　主要都市とは、JR 室蘭本線、道央自動車道、幹線国道等で結ばれ、伊達地域から JR 特急を利用した場
合、札幌市へは約 1時間 40分、函館市へは約 2時間でアクセスすることが可能です。

第
Ⅰ
部　

序

第
Ⅳ
部　

基
本
計
画

第
Ⅲ
部　

基
本
構
想

第
Ⅱ
部　　
ま
ち
づ
く
り
に
対
す
る

市
民
意
識

11

第
Ⅴ
部　

資
料
編



b）産業・社会的特性
　産業面では、「食」に関わる産業の発展に力を入れており、農業はその中核を担っています。温暖な気象
条件、水はけの良い火山灰土壌、地理的特性を生かして生産される野菜は 100 種類以上にのぼり、「伊達
野菜」の名でブランド化が図られているほか、高品質のイチゴの栽培や、高糖度トマト、越冬たまねぎの
生産など、新たな取組も行われています。
　本市はまた、「福祉のまち」としての性格を有しています。1968 年（昭和 43年）に北海道が本市に知
的障がい者総合援護施設を開設したのを契機に、授産施設※1、グループホーム※2 の開設が相次ぎ、関連する
従業者も多く、福祉と共生し、人にやさしい都市としての基盤を有しています。
　2006 年度（平成 18年度）から始めた「心の伊達市民※3」の取組は、伊達市を愛し、応援していただけ
る方に登録いただき、伊達市の宣伝、まちづくりへのアドバイスなど、さまざまな形で伊達市の応援をお
願いする制度で、全国各地に住む 1,000 人以上の方に伊達市の応援団として登録いただいています。「心
の伊達市民」は、現在のふるさと納税※4 の原型ともいえるもので、他に先駆けてこうした取組を進めてい
ることも本市の特徴の一つです。
　また、変化に富んだ丘陵や森は、絶好のクロスカントリー※5 コースになることから、国内外から愛好者
が参加する「おおたき国際スキーマラソン」や、フィンランド生まれでポール（ストック）を使って歩
く、「おおたき国際ノルディックウォーキング※6」などを開催しています。
　さらに、道央圏と道南圏を結びつける地域性を生かし、北湯沢温泉を中心とした観光客の受け入れ体制
も整えるなど、新たな地域づくりを展開しています。

�※1 �授産施設：心身の障がいや世帯の事情により就業が困難な人に、就労や技能習得のために必要な機会を与え、
自立を支援する施設

※2 �グループホーム：共同生活を送りながら、専門スタッフによる身体介護と機能訓練、レクリエーションなど
を受ける施設

※3 �心の伊達市民：伊達市を応援してくれる市外居住者を「心の伊達市民」として登録し、「心の伊達市民税（会
費）」の納入口数に応じて特産品を贈呈する制度

※4 �ふるさと納税：ふるさとや応援したい自治体への寄附行為であり、寄附することで住民税・所得税の還付・
控除が受けられる制度

※5 �クロスカントリー：丘陵や森の中を駆け巡るスポーツ（クロスカントリースキー）
※6 �ノルディックウォーキング：フィンランド生まれのスポーツで、2本のポール（ストック）を使うウォーキング

用語解説
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（3）人口の動向
　伊達市の人口は、2000 年（平成 12年）までは増加傾向にありましたが、それ以降は減少傾向とな
り、2015 年（平成 27年）の国勢調査では、34,995 人、世帯数は 15,054 世帯となっています。
　2015 年（平成 27年）の人口を年齢別にみると、年少人口（0歳～ 14歳）が 3,966 人（全体の
11.3％）、生産年齢人口※1（15 歳～ 64 歳）が 18,919 人（同 54.1％）、老年人口（65歳以上）が
12,110 人（同 34.6％）で、近年は年少人口と生産年齢人口が減少し、老年人口の増加が続いています。
　過去のデータをもとに、今後の人口を予測すると、総人口は 2025 年に 31,782 人となり、2030 年に
は 3万人を割り込んで、29,882 人まで減少することが予想されます。
　年齢別では、これまで一貫して増加を続けてきた老年人口が 2025 年には減少に転じ、年少人口、生産
年齢人口とあわせてすべての年齢層で人口が減少する見通しとなっています。

�※1 �生産年齢人口：国内で行われている生産活動に就いている中核の労働力となるような年齢の人口用語解説

（年）
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5,000

0

（人）

2040203520302025202020152010200520001995
2,3162,5472,8493,1833,6093,9664,2764,6154,7835,460

12,04212,042
13,73414,95416,05917,171

18,919
20,959

22,437
23,63624,136

11,52111,52111,63911,63912,07912,07912,54012,54012,74012,740

12,11011,04010,0148,718
7,051

25,879
27,92027,920

29,882
31,782

33,52033,520
34,995

36,27837,06637,13936,647

年少人口（0～14歳）　　　　　　生産年齢人口（15～64歳）　　　　　　老年人口（65歳以上）　　　　　　総数

伊達市の人口の推移と今後の予測（人）

年代 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年

総数 36,647 37,139 37,066 36,278 34,995 33,520 31,782 29,882 27,920 25,879

年少人口 5,460 4,783 4,615 4,276 3,966 3,609 3,183 2,849 2,547 2,316

生産年齢人口 24,136 23,636 22,437 20,959 18,919 17,171 16,059 14,954 13,734 12,042

老年人口 7,051 8,718 10,014 11,040 12,110 12,740 12,540 12,079 11,639 11,521

※2015（H27）年までは国勢調査結果、それ以降は2018（H30）年国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」による推計
※2005（H17）年以前は旧大滝村との合計値
※2000（H12）年、2010（H22）年の総数は、年齢不詳を含むため、3区分の合計と数値が異なる
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（4）財政の現況

① 財政の現況
　歳入については、本市の主要な自主財源である市税が歳入全体の 20.6％を占めており、最多の割合を占
める地方交付税は 34.1％となっています。これらの収入は、今後の人口減少や高齢化等の影響により減少
が見込まれています。
　歳出については、扶助費※1 が歳出全体の 19.4％を占め、その割合は年々増加傾向にあります。その主な
要因は、障がい者支援費や生活保護費などの増加であり、今後も高齢化に伴い同様の傾向が続くと予想さ
れます。

�※1 �扶助費：社会保障制度の一環として、関係法令に基づき、児童、老人、生活困窮者等を援助する経費、及び
市が単独で行う各種扶助の支出

※2 �普通建設事業費：公共施設の建設や用地取得などの投資的経費（公共事業費）
※3 �公債費：地方公共団体が借り入れた地方債の元利償還金及び一時借入金利子の合算額

用語解説

その他
2,211百万円
11.8%

市債
1,428百万円
7.6%

国・道支出金
3,922百万円
21.0％

地方交付税
6,379百万円
34.1％

地方譲与税及び
各種交付金
893百万円
4.8％

市税
3,855百万円
20.6％

総額
18,688百万円

その他
2,300百万円
13.0%

普通建設事業費※2

2,601百万円
14.7%

補助費等
2,312百万円
13.0%

維持補修費
312百万円
1.8%

物件費
2,496百万円
14.1%

公債費※3

2,161百万円
12.2%

扶助費
3,447百万円
19.4%

人件費
2,098百万円
11.8%

総額
17,727百万円

歳入の状況（2016（H28）年度） 歳出の状況（2016（H28）年度）

※小数点第2位を四捨五入して算出しているため、各項目の比率を合計しても100.0％にならない場合があります。
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② 今後の財政見通しと求められる対応
　今後の歳入見通しについては、人口減少が予想されることから、市税及び普通交付税の減少が見込まれます。
　一方、歳出については、高齢化の一層の進行により、扶助費の増加が見込まれます。また、減少傾向に
ある人件費についても職員の任用形態の変更や定年延長など制度改正が予定されており、これらが実施さ
れれば増加に転じることも考えられます。さらに、施設やインフラ等の維持管理費の増加が見込まれます
が、施設の改修や改築を行うことは普通建設事業費を増大させ、これに連動する形で公債費も増加するこ
ととなります。
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推計人口　　　　 市税　　　　 普通交付税

市税と普通交付税の見通し（2016（H28）年度）
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　2016 年度（平成 28年度）決算における市民 1人当たりの借金額は約 56万円ですが、10年後には生
産年齢人口※1 が現在の約 85％、20 年後には約 75％になると見込まれており、人口が減ると必然的に予
算規模も縮小されるため、借金額も減らす必要があります。
　こうした中、少しでも次の世代への負担を減らすため、本市では今から 20年後を見据え、「10年後の
1人当たり借金額を現在の 75％」を目標とする財政計画を推進していきます。
　この目標の達成にあたっては、市債の発行額を圧縮する必要があり、そのためには、インフラ※2 や公共施
設などのあり方や、規模、必要性などを十分に検証し、適正規模での整備、配置を進めることが必要です。
　これとあわせて行政改革を進め、将来にわたって持続可能な行政運営を行うことが必要です。
　未来につけを残し、財政の破たんを起こすことは絶対に避けなければなりません。そのために、行政は
もちろん、市民のみなさんと協働※3 し、人口の構造や年齢構成の変化に対応した、より効率的で効果的な
行政運営や、公共施設の適正な配置など、行政サービス全体を見直していくことが求められています。

※1 �生産年齢人口：P13参照
※2 �インフラ：インフラストラクチャーの略語で、社会や生活の基盤となる建造物や仕組みのこと
※3 �協働：同じ目的のために、対等の立場で協力して共に働くこと
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（5）伊達市が抱える課題
　人口動向や財政見通しからもわかるとおり、本市はこれから厳しい時代を迎えようとしています。
　今後、本市が直面することが予想される課題を整理すると、次のとおりです。

① 人口の減少と人口構造の急変が、多くの困難をもたらす
　本市の人口は減少傾向にありますが、この傾向は今後も継続し、あわせて、少子化、高齢化が進行し、
人口構造が急変するものと考えられます。
　こうした変化は、様々な分野で伊達市に大きな影響を与えることが予想されます。
　まず、人口の減少によって市場が縮小し、店舗の閉店や撤退、サービスを提供する企業の減少等、経済が
停滞し、それが雇用の減少につながり、税収の減少が懸念されます。財政の悪化は、教育、医療・福祉、公
共施設・基盤整備やその維持管理等に投資する財源の減少を招き、行政サービスの維持が困難となります。
　また、少子化の進行は、学校の統廃合をはじめとする教育や子育て環境に影響を与え、高齢化の進行は
社会保障費※1 の増大を招くだけでなく、コミュニティ※2 の弱体化にもつながります。
　このように、人口の減少と構造の変化は今後の伊達市に多大な影響を与えると予想され、こうした変化
に対応して「まちをつくりかえる」取組が必要になると考えられます。

② 少子化、高齢化が進行し、地域の活力が低下する
　本市では少子化傾向が顕著であり、今後も進行することが予想されています。将来にわたってまちが継
続・発展するためには、出生数の維持が大きな課題となります。
　少子化の原因は、親に相当する年齢の人口の減少、未婚率の増加等、複合的な要因を含んでいますが、
子どもを産み、育てたいと思う環境づくりを地域が一体となって進めていくことが必要となります。
　また、高齢化も急速に進んでおり、長寿化とも相まって、高齢化率の上昇が見込まれます。
　高齢化・長寿化によって、保健・医療・介護・福祉に係る負担の増加が予想されますが、介護・福祉に
ついては、担い手の不足が現在でも顕著であり、今後はさらに深刻な状況になると懸念されます。
　このため、健康寿命※3 の延伸を図り、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らすことのできる環境づく
りが求められるとともに、ひとり暮らしの高齢者や高齢者のみの世帯の増加に対応し、コミュニティの活
性化を図りながら、自助、互助、共助、公助のしくみづくりが求められます。

�※1 �社会保障費：年金や公的保険など、社会保障制度によって国や地方公共団体から国民に給付される金銭・サー
ビス

※2 �コミュニティ：P6参照
※3 �健康寿命：人生の中で健康で自立した日常生活ができる期間（支援や介護を要しない期間）のこと
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③ 人口減少等の影響で地域経済の活力が失われ、雇用も減少する
　人口の減少と人口構造の変化に伴って、域内の購買力が低下し、店舗の撤退やサービス事業者の減少、
企業や事業所の減少など、地域経済の活力低下が懸念されます。現状では介護事業者等を中心に、人手不
足が顕著となっていますが、今後は人材不足や後継者不足が継続した後、市場の縮小による雇用の減少が
予想されます。
　経済の低迷は、税収不足に直結することから、公共投資や行政サービスの維持が困難となります。身近
な商店やサービス事業者の撤退は、生活利便性の悪化を招くだけでなく、中心市街地や商業地の荒廃にも
つながり、まちの活力を低下させることが懸念されます。
　このため、本市が競争力を有する農業や食などの産業の振興、外貨を稼ぐ観光の振興、市内での起業の
促進等を図り、競争力と高い付加価値を有し、「稼ぐ産業」を育成・強化し、人口減少の中でも力強い地域
経済の確立を図ることが必要です。

④ インフラ※1や公共施設の老朽化が進むも、厳しい財政状況で更新が難しくなる
　本市では、上下水道、道路、橋梁、住宅、会館など、これまでに建設した公共施設の老朽化が顕著と
なっています。
　これらの施設は、日常の維持管理に加え、今後は更新投資が必要となり、それは中長期にわたる財政負
担を要します。
　さらに、近年は大雨による河川の増水や大滝区の雪害など自然災害が多発しており、備えとして新たな
インフラや公共施設の改修・整備を必要とする状況も想定され、それらも同様に財政負担を要するものと
なります。
　人口減少に伴う税収の減少や人口動態の変化が予想される中、これらの公共施設等の適正な維持管理及
び整備を行うためには、より効率的・効果的な整備手法の検討を行うとともに、人口構造の変化に合わせ
た整備・更新を図ることが必要となっています。

※1 �インフラ：P16参照用語解説
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2．計画策定の背景



⑤ 地域コミュニティ※1 の活力が失われ、人のつながりが希薄化する
　人口減少と少子高齢化の進行や、個人の時間を優先する人の増加により、自治会等を中心とする地域コ
ミュニティの担い手不足が誘発され、地域活力の低下につながります。
　地域コミュニティは、高齢者や子どもの見守り、子どもや児童の健全育成、防犯・防災・交通安全、環
境美化等、身近な活動の中心的な主体であり、そうした活動は人同士のつながりを基本としています。特
に、災害の発生時には、住民同士が共に助け合うことが重要ですが、地域コミュニティにおける日常的な
交流や活動がそれを可能にする大きな要因となります。
　人口の減少と構造が変化する中で、地域活力を維持していくため、活動しやすい組織のあり方の検討
や、ICT※2（情報通信技術）の活用など、新たな手法を視野に入れていく必要があります。さらに、市民活
動サークル、ボランティア、NPO※3、企業による社会貢献活動も多様化が進んでいるため、それらの動き
と地域コミュニティが連携することも重要です。
　一方、今後の行政は、これまで以上に厳しさを増していく財政状況の下で運営していく必要があります。
　そのためには、効率的な行政運営を第一とした上で、市民の主体的な取組を促進し、市民と行政が互い
に役割分担を図りながら連携することが重要であり、行政からの情報提供・情報発信の強化、市民の意向の
把握と施策への市民参加※4 の促進、行政施策やまちづくりに対する市民理解の促進を図る必要があります。

※1 �コミュニティ：P6参照
※2 �ICT：Information Communication Technology の略。情報・通信に関連する技術一般の総称
�※3 �NPO：Non Profit Organization の略。さまざまな社会貢献活動を行い、団体の構成員に対し、収益を分

配することを目的としない団体の総称
※4 �市民参加：P9参照

用語解説
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市場
の減少

人口の域外流出
を助長
移住の停滞

財政状況の悪化

このままでは厳しい時代の停滞が予想される課題の整理

人口減少
の加速化

年少人口の減少

生産年齢人口※1の減少

定住人口の減少

人口の域外流出を助長
移住の停滞

人のつながりの希薄化
地域の子育て力・教育力の低下

互助、共助、協働※3の欠如

コミュニティの弱体化

人手不足

一時的な人手不足

中心市街地の衰退

経済の停滞

雇用の減少

店舗の閉店・撤退

コミュニティ※2運営の
担い手の不足

低所得者
の増加

域外からの投資の停滞

税収の減少

税収の減少

後継者不足

企業数・事業所数
の減少

高齢労働者の増加

※1 生産年齢人口：P13参照　　　※2 コミュニティ：P6参照　　　※3 協働：P16参照用語解説
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投資余力の減退

伊達市

域外への進学を助長

移住の停滞

家族の域外流出を助長
子どもを産む人の減少

学校の小規模化

教育格差の拡大

教育・子育て環境の質の低下

定住環境
の悪化

人口の域外流出を助長
移住の停滞

医療・福祉関係費の増大

診療体制の弱体化扶助費※5の増大

保健・医療・福祉サービスの低下

社会保障費※4増大

医療・福祉体制の弱体化

公共サービスの質の低下

基盤整備の停滞 交通サービスの質の低下

施設等利用料の高騰

空き家の増加

公共施設・設備の整備・維持水準の低下

基盤整備・維持管理の停滞 生活環境の悪化

住環境、地域環境、防災対策等の停滞

集落の生活利便性の低下

学校の統廃合集落の人口減少

集落の衰退

支出の増加

行政サービスの質・水準の低下

高齢化
長寿化

※4 社会保障費：P17参照　　　※5 扶助費：P14参照用語解説
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